





































































































































































































































































































































































































































































































258 専修ロージャーナル　第５号 2010. 1
（11）その他，具体的な過払金額を知るのは，貸金業者が取引履歴を開示した時であることから，
その時から過払金返還請求権の権利行使が可能となるとする説として，茆原・前掲注（５）223頁。
（12）同判決の評釈として，鎌野邦樹・金法1876号63頁以下（平成21年），松本克美・判評608号
10頁以下（平成21年），小野秀誠・民商140号４・５号174頁以下（平成21年），蔭山文夫・NBL914
号23頁以下（平成21年），永口学・金商1323号２頁以下（平成21年），瀧康暢・消費者法ニュー
ス79号78頁以下（平成21年），茆原正道・消費者法ニュース79号60頁以下（平成21年），茆原洋
子・月刊司法書士447号36頁以下（平成21年），原田昌和・法学セミナー653号120頁（平成21年），
中村心・ジュリスト1383号182頁以下，小林節・クレジットエイジ353号12頁以下（平成21年）。
（13）本判決に関するものではないが，前注（11）の各文献参照。なお，本判決の評釈としては，
田中幸弘・NBL901号４頁以下。
（14）これらの判決をもって，近時の最高裁は，厳密には「法律上の障害」説に立っておらず，
権利行使が現実に期待可能となった時点が起算点となるとする説（現実の期待可能性説）に近
い考え方をする傾向にあるという見方もあるところであるが，判例はあくまで「法律上の障害」
があるか否かを問題としており，権利行使が現実に期待可能かどうかではなく，権利行使の法
的な可能性を論じ，権利者の意思に基づいて権利行使が可能となった時に，法律上の障害がな
くなったと解しているものとみられる。この点，良永・前掲注（７）89頁参照。
（15）茆原・前掲注（５）222頁，茆原（正）・前掲注（12）72頁－73頁。
（16）私は，時効は過ぎ去った過去のことを問わないようにするという意味の制度であると考え
ている。筆者の時効の考え方については，良永和隆「時効の存在理由及び『時効と登記』再論」
『遠藤浩先生傘寿記念・現代民法学の理論と課題』（第一法規，平成14年）163頁以下。
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